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市議団ニュースは政務活動費で作られています

 12 月 22日、12月議会最終日の本会議で金
子あきよ市議が討論に立ち、以下の議案に反対
しました。
　金子市議はまず、沼影公園廃止条例案につい
て、3700人の児童生徒を３つの校舎、5つの
「ユニット」で教育する前代未聞の義務教育学
校用地として沼影市民プールを廃止するという
計画そのものにあくまでも反対であり、武蔵浦
和駅周辺に小中学校1校ずつを建設する用地
を取得することに改めて市長を先頭に注力する
べき、と主張しました。プール解体工事請負契
約に8億 7560万円、浦和大里小学校につく
る代替室内プールは設計変更のため、建設予算
が約７億3000万円から約2倍の14億 2700
万円へと大幅に増える補正予算です。市民の願
いに逆行しながら、どんどん予算を増やすこの
計画は認められず、義務教育学校の建設計画の
中止と合わせて撤回すべきと述べました。

議員報酬・特別職の給与および
期末手当引き上げ

　特別職報酬等審議会で9人中 6人は、社会
情勢を鑑み、両方をいま上げるのは適当ではな
い、との判断でした。金子市議は「審議会答申
を最大限尊重するというのであれば、据え置き
やむなしという意見にこそ耳を傾けるべき」と
して反対しました。同時に提案された、市長等
の給与を1年間据え置くという特例条例の制
定についても、「現下の厳しい経済社会情勢等
を踏まえる」というならば、そもそも引き上げ
議案を提案するべきではなく、据え置きといい

つつ期末手当は引き上げ、まったく対象者が同
じなのに、引き上げは「特別職」、据え置きは「市
長等」と書き換えをしていることも実に姑息な
やり方だ、と批判しました。

教育委員には学識経験者を
　金子市議は、9月議会の代表質問で学識経験
者、とくに教育研究者を積極的に教育委員に加
えることが必要と指摘したにもかかわらず、今
回の議案でも経済界の代表の方が推薦されてい
ることに対して、教育、学術、文化に関して識
見を有する方を人選するというのであれば、学
識経験者を推薦すべきだ主張しました。

市民の願いにこたえて請願採択を
　市民から提出された請願について、金子市議
は、ジェンダー平等を求める流れに逆行する差
別的な「所得税法第56条撤廃」「少人数学級
の前進を」「教職員配置基準変更によって特別
支援学級の中学校教員を減らすことをやめるこ
と」「核兵器禁止条約批准を国に求めること」「特
養ホームの空床問題解決のために国に待機者解
消の計画策定と建設への国庫補助を求めるこ
と」など、いずれも当然の願いであり採択すべ
きと主張しました。
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あなたの身近な市議会議員です
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の状況まで入力させて集めるしくみになってお
り、党市議団には保護者や市民からの不安の声
が多数寄せられています。子どもの人権と内面
の自由を侵し、児童生徒と学校教育に関わるデ
ータの安全性を担保できないスクールダッシュ
ボードの導入は中止することを引き続き強く求
めます。

　国の補正予算を受け、さいたま市でも給
付金給付事業が実施されることになりまし
た。給付対象の方には郵送でお知らせが届
きます。電話でお知らせがいくことはあり
ません。給付金に関する架空請求詐欺には
くれぐれもご注意ください。

得制限や自己負担を導入しないよう求めまし
た。担当課は「2024年 4月スタートには準備
が間に合わないが、2024年度中には実施した
い。所得制限や自己負担は考えていないが、持
続可能な制度にするため検討はしていく」と答
えました。党市議団は、子育てにかかる費用は
社会的に負担し、財源は所得に応じた負担でつ
くるべきと考えています。引き続き、学校給食
費の無償化も求めていきます。

市議団ニュースは政務活動費で作られています

　さいたま市教委は「GIGAスクール構想」の
もと、スクールダッシュボードというシステム
の開発を推進しています。児童生徒の個人情報、
成績や学習の状況、健康状態など「学校現場で
日々蓄積される教育活動に関するデータ」を相
互に関連させ、集約して管理するシステムとし
て、１月から全校での試行、4月からは本格運
用が予定されています。しかし、その効果や課
題を検証するのに十分な準備期間はなく、性急
に導入されようとしていることに対し、党市議
団はその問題点を指摘、12月 18日、導入中
止を求める申し入れをおこないました。
　システムの中では、「心の天気」と呼ばれる
ような児童生徒のその日の気分や気持ち、内面

　2023年 12月議会で清水市長が子ども医療
費を高校卒業まで無料にすることを表明（質問
者は公明党市議）。党市議団としても2022年
9月議会「高校生までの医療費無償化に対する
請願」に賛成（結果は不採択）し、2023年 6
月議会でも久保みき市議が一般質問で求めるな
ど、要求してきたものです。
　一方で、これまでの議会質問で市は必ず「所
得制限や自己負担」にふれてきたことから、高
校卒業まで延長した場合の制度設計に懸念があ
りました。そのため、12月 18日に党市議団
として申し入れをおこない、将来にわたって所
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子育て世帯への特別給付金給付事業

令和5年12月 1日現在、市内在住で次のいず
れかに該当する世帯
① 令和5年度分の住民税が非課税の世帯→2月
上旬頃から順次お知らせが発送
② 令和5年度分の住民税が均等割のみ課税の世
帯→2月下旬頃から順次お知らせが発送
③ 令和5年7月～12月までに予期せず収入が
減少し①の世帯と同様の事情にあると認められ
る世帯→申請が必要

地球温暖化対策事業として、市民に対し省エネ家電購
入費の一部の支援が実施されます。エアコン、冷蔵庫、
テレビ、LED照明器具を対象に7万円を上限として
2分の1をキャッシュレスポイントまたは商品券で
還元。3月より申請受付開始。
問い合わせ先　脱炭素社会推進課　政策推進係
電話番号：048-829-1324 
F A X：048-829-1991

令和5年12月1日時点 *で市内在住で、対象
児童を養育する下記のいずれかに該当する方。
* 令和 5年 12月 2日から令和6年3月 31日
までに生まれた新生児分については出生日時点
① 令和5年度住民税が非課税又は均等割のみ課税
されている児童手当受給者（公務員以外）
② 令和5年度住民税が非課税又は均等割のみ課税
されているその他の子育て世帯（①以外）
③児童扶養手当受給者
④ 令和5年度子育て世帯生活支援特別給付金の
公的年金給付等受給者又は家計急変者の区分で
給付を受けた方
支給対象者が養育する児童のうち、平成17年4
月2日から令和6年3月31日までに生まれた
児童
支給対象者のうち、①③の方は申請不要。④の方
のうちさいたま市から受給した方は申請が不要。
支給予定は1月31日。それ以外の方は申請が必
要。申請方法は2月の申請開始にあわせて市HP
等で公開。
問い合わせ先　子育て支援課　手当係
電話番号：048-829-1270
F A X：048-829-1960

①・③１世帯あたり7万円
② 1世帯あたり10万円
世帯の状況によりお知らせが届かない場合あり。
不明な点は下記にお問い合わせください。
問い合わせ先　福祉総務課　総務係給付金担当
電話番号：048-829-1544
F A X：048-829-1961
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